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仙台市外国人材宿舎借り上げ等支援補助金 

申請マニュアル 

 

１. 補助金の交付対象（第３条） 

この補助金を受けることができるのは、次の要件を満たした法人となります。 

(1) 仙台市内において介護サービス事業を行っている法人であること 

→厚生労働省の「介護サービス情報公表システム※」により、事業者番号を確認します。  

（2）仙台市内に本部を置く法人であること 

→法人本部が仙台市外にある場合は補助対象となりません。 

(2) 市税の滞納がないこと 

  →交付申請書「４ 市税納付状況確認」にて申請者の同意を得て担当課が確認するか、 

   申請日前 30 日以内に交付を受けた「市税の滞納がないことの証明書」を添付します。 

(3) 暴力団等と関係を有していないこと 

  →申請書により誓約します。 

 

２. 補助対象となる事業（第６条） 

この補助金は、事業者が外国人材の居住する宿舎の借り上げを行い、その経費を支出する事

業、又は、住居に係る家賃等を負担する事業が対象となります。 

補助金の交付を受けるには、次の要件を満たす必要があります。 

(1) 他の制度による補助を受けていないこと。 

(2) 住居が本市の区域内に存するものであること。 

(3) 事業者の借り上げた住居に外国人材が複数で居住する場合には、外国人材 1 名につき

1 居室（リビング・ダイニング等の共有部分を除く）を確保すること。 

(4) 住居が交付対象者、交付対象者の役員又は従業員、交付対象者の親族その他交付

対象者の利害関係者の所有に係るものではないこと。 

(5) 住居に居住する外国人材が次に掲げる要件を満たすものであること。 

ア 在留資格が「介護」「特定技能」「技能実習」「特定活動」の場合は、交付対象者の運

営する本市の区域内に存する介護サービス事業所に常勤の職員として勤務する者である

こと 

イ 在留資格が「留学」の場合は、交付対象者の運営する本市の区域内に存する介護サー 

ビス事業所に １週間あたり 20 時間以上 就労する者であること 

ウ 交付対象者に継続して雇用されている期間が、当該雇用が開始された日が属する年度

の初日から起算して３年を超えないこと 

エ 過去にこの補助金の対象になった外国人材ではないこと 
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３. 補助対象となる経費（第７条） 

 補助対象経費は、住居に月の初日から末日まで外国人材が入居した場合の家賃等のうち、 

事業者が負担した額とします。 

 なお、一つの住居に外国人材が複数で居住する場合には、当該住居を一部屋とみなして算定し

ます。 

 また、１会計年度中に事業者が申請できるのは 3 部屋分が上限となります。 

 

 

 

４. 補助金の額（第８条） 

１月あたり、１部屋につき補助対象経費の額（その金額が 50,000 円を超える場合には

50,000 円）の 1/2 の金額です。 

①宿舎借り上げの場合                  ②家賃補の場合 

  

 

 

 

 

 

５. 交付申請（第９条） 

 必要な条件を満たしたら、速やかに「仙台市外国人材宿舎借り上げ等支援補助金交付申請書

（様式第１号）」に次の書類を添えて、健康福祉局介護保険課までご提出ください。 

 なお、申請書の記載例は、10 ページをご確認ください。 

➢ 仙台市外国人材宿舎借り上げ等支援事業計画書 

・１枚につき３部屋分まで記載できます。 

【添付書類】 

・雇用されていること、採用日が分かる資料（雇用契約通知書等） 

・勤務条件が分かる資料（雇用契約通知書等） 

・不動産賃貸借契約書の写し 

・家賃補助の支払い、宿舎を借り上げている費用が分かる資料 

・外国人材の在留カードの写し 

・入居日が分かるもの（住民票の写し等）※住民票は発行から 3 ヶ月以内のもの 

末日まで入居していない月は、補助対象外

6/1

4/15

入居

補助
対象外

4/1 5/1

→　以降、補助対象 ここまで補助対象　→

12/1

11/25

退去

7/1 11/1

１部屋

住居にかかる毎月の家賃等：50,000円

家賃補助

20,000円

外国人材の負担額

30,000円

補助対象額：1/2を補助

上限額は25,000円

補助対象額：1/2を補助

上限額は25,000円

１部屋

借り上げ宿舎の家賃等：50,000円

外国人材の負担額

30,000円

法人負担額

20,000円
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６. 実績報告（第１３条） 

対象となる事業が完了した日から起算して７日以内に「仙台市外国人材宿舎借り上げ等支援

補助金事業実績報告書（様式第７号）」に次の書類を添えて、健康福祉局介護保険課までご

提出ください。 

事業の完了日は、退去日、又は、年度末まで居住した場合は３月 31 日となります。その日付

で実績報告書を提出してください。 

 なお、実績報告書の記載例は、13 ページをご確認ください。 

 

➢ 仙台市外国人材宿舎借り上げ等支援補助金事業報告書 

・１枚につき３部屋分まで記載できます。 

【添付書類】 

・雇用されていること、採用日が分かる資料（雇用契約通知書等） 

・勤務条件が分かる資料（雇用契約通知書等） 

・不動産賃貸借契約書の写し 

・家賃補助の支払い、宿舎を借り上げている費用が分かる資料 

・外国人材の在留カードの写し 

・入居していること又は退去日が分かるもの（住民票の写し等） 

 

７. 補助金額の確定～交付（第１４条） 

 実績報告の内容を確認後、補助金の確定を行います。補助金額が確定したら、事業者に確定

通知書を送付します。 

 確定通知書を受け取った事業者は、速やかに請求書をご提出ください。 
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Ｑ＆Ａ 
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【制度全般について】 

Ｑ１．申請対象となる外国人材の在留資格区分は 

Ａ１．「介護」「特定技能」「技能実習」「特定活動（EPA）」「留学」の外国人材を想定しています。 

 

Ｑ２．法人本部が市外にあるが、補助対象となるか 

Ａ２．本補助金では、市内に本部があることを要件としておりますので、本部が市外にある場合には対

象となりません。  

 

Ｑ３．補助金の交付要件は何か 

Ａ３．補助金の交付には以下のすべての要件を満たす必要があります。 

① 他の制度による補助を受けていないこと 

② 住居が本市の区域内にあること 

③ 借り上げを行う場合、住居に複数人が居住する場合には、１名につき１居室（リビング・

ダイニング等の共有部分を除く）を確保すること 

④ 住居が事業者、その役員または従業員等の利害関係者の所有に係るものでないこと 

⑤ 住居に共住する外国人材が次の要件を満たすこと 

ア 在留資格「介護」「特定技能」「技能実習」「特定活動（EPA）」の場合は、常勤の

職員と同様に恒常的に就労していること 

イ 在留資格「留学」の場合は、法律の定める範囲内で就労していること 

ウ 事業者に継続して雇用されている期間が、雇用開始日の年度初日から起算して、３

年を超えないこと 

エ 過去にこの補助金の対象になったことがないこと 

 ※⑤ウのイメージ 

       

 ※外国人材が他の事業所から転籍した場合などは、過去に補助金の対象となったことがある可能性が

ありますのでご注意ください。 

 

 

 

 

雇用された日の属する年度＝R7年度

→

R10.4.1以降は、この外国人材への住居補助は対象外

3/31

R10

満了日

4/1

R7

5/1

起算日 雇用日 継続雇用期間

継続雇用が３年を越えない＝R9年度(R10.3.31)まで
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Ｑ４．申請はいつ時点でできるのか 

Ａ４．外国人材の方が住居に入居した時点から申請いただけます。  

なお、初めて交付対象となる月の、借上家賃の支払い日や家賃補助等の支給日の前に交付

決定される必要があります。 

こちらのスケジュールでの交付決定が難しい場合は、次の月から補助対象となりますので、申請が

難しい場合には事前にご相談ください。 

    

 

Ｑ５．宮城県の留学生支援事業に係る補助制度を使っているが、この補助金は活用できるか 

Ａ５．Ａ３．①のとおり、他の制度による補助を受けている場合は補助金の交付対象とはなりません。     

そのため、県の補助制度で居住費等に関する補助を受けている場合には対象となりませんが、そ

れ以外の県の補助金を使用している場合には対象となる場合があります。 

     判断に迷う場合には個別にご相談ください。 

 

Ｑ６．複数名の外国人材を受け入れているが、複数名分を申請してもよいか 

Ａ６．この補助制度は、１法人当たり３部屋までを申請の上限としております。複数名を対象とした申

請も可能です。 

 

Ｑ７．補助金の申請はいつまでに行えばよいか 

Ａ７．交付対象となる要件を満たした場合には速やかに申請してください。また、申請月分から補助対

象とする場合には、当月の家賃補助や借上家賃の支払い日までに交付決定を受ける必要があ

ります。スケジュールが難しそうであれば個別にご相談ください。 

 

Ｑ８．補助金の支払い時期は 

Ａ８．補助金の支払いは、事業完了後に実績報告書を提出し、補助金額の確定後となります。 

申請年度中に雇用と居住が継続している場合には年度末をもって事業完了となりますので、４

月末以降に補助金が支払われます。 

 

 

①給与

支払日

②借上家賃

支払日申請

①の場合、この期間で交付

決定が必要

②の場合、この期間で交付

決定が必要

入居

補助

5/274/1 5/1 5/10

対象外

4/15
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Ｑ９．補助金を分割で支払ってもらうことは可能か 

Ａ９．分割での交付はできません。 

 

【対象経費・対象住居について】 

Ｑ10．どのような費用が補助対象となるか 

Ａ10．以下の 2 つの場合を想定しています。 

    ①事業者が借り上げた宿舎に外国人材が入居する場合に借り上げた場合の家賃・共益費 

    ②市内のアパート等に入居する外国人材に対して支給する家賃補助の費用 

    なお、敷金、礼金、更新料等の住居に係る費用や、インターネット使用料や水光熱費、駐輪場

代等の費用は対象になりません。 

 

Ｑ11．住居への入居日や退去日が月の途中だった場合、その月は補助対象になるのか 

Ａ11．月の初日から末日まで入居している月を対象としますので、月中に入居および退去した月は補

助対象になりません。 

 

 

Ｑ12．１つの住居に複数人で居住している場合はどのように補助対象額を算定するか 

Ａ12．事業者が負担する費用額をもって補助対象経費を算定します。申請金額が分からない場合は

個別にご相談ください。 

     ※事業者が借り上げた住居に２名が居住している場合 

 

 

 

 

 

 

Ｑ13．住居が市外にある場合は対象となるか 

Ａ13．住居は市内にあることを要件としているため、市外に住居がある場合には対象になりません。 

 

Ｑ14．外国人材が個人で住居を契約している場合には補助対象となるか 

Ａ14．住居を個人で契約している場合でも、法人が家賃補助を支給していれば、補助対象となります。 

 

借り上げ住居の家賃等：50,000円／月

事業者負担額

20,000円

補助対象額：1/2を補助→10,000円

Bさんの

自己負担額

15,000円

Aさんの

自己負担額

15,000円
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【添付書類について】 

Ｑ15．住民票はコピーでもよいのか 

Ａ15．コピー（住民票の写しのコピー）の提出でも可とします。なお、提出にあたっては、以下の内容と

なるよう、取得日や内容にご留意ください。 

     ・申請時…申請時に入居したことが確認できる内容であること 

     ・実績報告時…事業完了時に継続して入居していることが確認できる内容であること 

     ※住民票は発行から 3 ヶ月以内のものを使用してください。 

 

Ｑ16．住居費用の支払いが分かる資料とはどのようなものか 

Ａ16．住居を事業者が借り上げている場合には、事業者名義の口座の写し等が想定されます。 

また、家賃補助を支給している場合には、給与明細の写しや賃金台帳などで家賃補助の支払

いを確認します。 

 

Ｑ17．「雇用されていることが分かるもの」「勤務条件が分かるもの」はどのような書類か 

Ａ17．雇用契約書や雇用証明書を想定しています。一つの書類に、これらの内容が記載されていれば、

複数の書類を提出する必要はありません。 

 

Ｑ18．「本人負担額が分かるもの」「外国人材が本人負担額を支払ったことが分かるもの」はどのような

書類か 

Ａ18．雇用契約書等に本人負担額が控除額として記載されている場合には、雇用契約書の写しを

提出してください。 実際に支払ったことが分かる資料としては、控除額が記載された給与明細等

が想定されます。 

      なお、外国人材自身が住居を契約している場合には、家賃等の支払いが分かる資料として、口

座の動きの写し等を提出してください。 

 

Ｑ19．前年度に申請をし、今年度も継続して同一内容で申請をする場合、前年度に提出した添付

書類を再度提出する必要があるか 

Ａ19．賃貸借契約書や雇用条件が分かる資料等、前年度に申請したときから変更がない内容の添

付書類については提出不要ですので、様式第１号及び事業計画書のみ提出ください。 

なお、前回の申請書類等を確認いたしますので、申請の際にその旨をお伝えください。  
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0

1
5
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

1
6
5
,
0
0
0

Ｄ
事

業
者

負
担

額
（

Ａ
＋

Ｂ
－

Ｃ
）

5
5
,
0
0
0

5
5
,
0
0
0

5
5
,
0
0
0

5
5
,
0
0
0

5
5
,
0
0
0

5
5
,
0
0
0

5
5
,
0
0
0

5
5
,
0
0
0

5
5
,
0
0
0

5
5
,
0
0
0

5
5
,
0
0
0

6
0
5
,
0
0
0

入
居

日
引

落
日

令
和

△
年

△
月

△
日

毎
月
2
5
日

開
始

日

終
了

日

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０

月
１

１
月

１
２

月
１

月
２

月
３

月
合

計

Ａ
家

賃

Ｂ
共

益
費

Ｃ
本

人
負

担
額

Ｄ
事

業
者

負
担

額
（

Ａ
＋

Ｂ
－

Ｃ
）

入
居

日
引

落
日

開
始

日

終
了

日

　
　

【
添

付
資

料
】

□
雇

用
さ

れ
て

い
る

こ
と

が
分

か
る

も
の

□
家

賃
補

助
の

金
額

が
分

か
る

も
の

□
勤

務
条

件
が

分
か

る
も

の
（

住
居

費
用

の
金

額
が

分
か

る
も

の
）

□
賃

貸
借

契
約

書
の

写
し

□
本

人
負

担
額

が
分

か
る

も
の

□
入

居
日

が
分

か
る

も
の

（
住

民
票

の
写

し
等

）
□

入
居

す
る

外
国

人
材

の
在

留
カ

ー
ド

の
写

し

特
定

技
能

住
所

仙
台

市
青

葉
区

○
－

△
－

×
仙

台
ア

パ
ー

ト
１

０
１

号
室

Ｅ
補

助
対

象
経

費
（
Ｄ
ま
た
は
5
0
,
0
0
0
円
の
少
な
い
方
）

補
助

対
象

と
な

る
外

国
人

材
・

住
居

種
別

１ 部 屋

氏
名

○
○

　
○

○

就
労

先
の

施
設

名
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

　
○

○
園

採
用

年
月

日
令

和
○

年
○

月
○

日

在
留

資
格

補
助

対
象

期
間

令
和

○
年

５
月

１
日

Ｆ
補

助
金

額
（

Ｅ
／

２
）

※
小

数
点

以
下

切
り

捨
て

令
和
△
年
３
月
3
1
日

1
7
,
5
0
0

3
5
,
0
0
0

3
5
,
0
0
0

3
5
,
0
0
0

1
7
,
5
0
0

1
7
,
5
0
0

1
7
,
5
0
0

1
7
,
5
0
0

1
9
2
,
5
0
0

1
7
,
5
0
0

1
7
,
5
0
0

1
7
,
5
0
0

1
7
,
5
0
0

1
7
,
5
0
0

1
7
,
5
0
0

3
5
,
0
0
0

3
5
,
0
0
0

3
8
5
,
0
0
0

3
5
,
0
0
0

3
5
,
0
0
0

3
5
,
0
0
0

3
5
,
0
0
0

3
5
,
0
0
0

3
5
,
0
0
0

特
定

技
能

住
所

仙
台

市
青

葉
区

○
－

△
－

×
青

葉
マ

ン
シ

ョ
ン

２
０

１
号

室
Ｅ

補
助

対
象

経
費

（
Ｄ
ま
た
は
5
0
,
0
0
0
円
の
少
な
い
方
）

補
助

対
象

と
な

る
外

国
人

材
・

住
居

種
別

2 部 屋

氏
名

△
△

　
△

△

就
労

先
の

施
設

名
特

別
養

護
老

人
ホ

ー
ム

　
○

○
園

採
用

年
月

日
令

和
○

年
○

月
○

日

在
留

資
格

補
助

対
象

期
間

令
和

○
年

５
月

１
日

Ｆ
補

助
金

額
（

Ｅ
／

２
）

※
小

数
点

以
下

切
り

捨
て

令
和
△
年
３
月
3
1
日

2
5
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0

2
7
5
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

5
5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

住
所

Ｅ
補

助
対

象
経

費
（
Ｄ
ま
た
は
5
0
,
0
0
0
円
の
少
な
い
方
）

補
助

対
象

と
な

る
外

国
人

材
・

住
居

種
別

3 部 屋

氏
名

就
労

先
の

施
設

名

採
用

年
月

日

在
留

資
格

補
助

対
象

期
間

Ｆ
補

助
金

額
（

Ｅ
／

２
）

※
小

数
点

以
下

切
り

捨
て

・
補
助
対
象
と
な
る
期
間
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

・
赤
字
の
項
目
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

※
Ｄ
、
Ｅ
、
Ｆ
、
合
計
欄
は
自
動
入
力
で
す
の
で
入
力
不
要
で
す
。

・
交
付
申
請
書
の
「
補
助
金
交
付
申
請
額
」
に
は
、
Ｆ
欄

の
合
計
額
を
合
算
し
た
金
額
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
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